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よび，物質 1 から物質 2 に弾性波が垂直に入射しその境界面で反射する際の反
射率は，以下の式で与えられる． 
 
＝                           		（2.1） 
 
＝                         （2.2） 
 
ここで，Z：音響インピーダンス，：密度，c：弾性波速度，R：物質 1 から
物質 2 に弾性波が垂直に入射したときの反射率，Z1：物質 1 の音響インピーダ
ンス，Z2：物質 2 の音響インピーダンスである． 
（a）縦波 （b）横波 
（c）表面波 （d）板波 







5~6 倍となり，反射率は約 70%となる 3)． 
 
2.2.4 Snell の法則 
図 2.2-2 に示すように鉄筋コンクリートのコンクリート中を伝搬する P 波
（青色矢印）は，コンクリート中に伝搬して鉄筋に到達すると，波の物理的性
質である Snell の法則に従ってコンクリートと鉄筋の境界面で屈折および反射を
起こす 4)．このとき，コンクリートの P 波速度を V1，鉄筋の P 波速度を V2 （V1
＜V2），P 波の鉄筋への入射角を1，P 波のコンクリートからの屈折角を2 とす
ると，以下の関係が成り立つ． 
 
＝ （ ≦ 90°）                 			（2.3） 
 
sin ＝                         	（2.4） 
 
ここに，c は臨界角である．入射角1 が臨界角c を超えると，鉄筋中へ弾性波
が伝搬せず，すべての成分が表面で反射する．例えば，コンクリートの P 波速

































































































































































時間 t2min，の短い方となる．伝搬時間 t2 およびその最小時間 t2min は，それぞれ，



















最大オフセット量 amax は，図 2.3-2 に示す経路①と②の伝搬時間が等しくなる
場合で，次式で求められる． 
 















 鉄筋腐食を発生させた電食 RC 供試体のコンクリート中の弾性波
伝搬特性に注目した実験的研究 

































































る 17)．大野ら 18)は，部材厚 8m の RC 供試体表面において鋼球打撃による衝撃
弾性波法を適用し，反射位置推定への開口合成法の適用性を検討している．
その結果，開口合成法に P 波速度を用いた場合，反射波に含まれる P 波成分
の振幅が小さいため，反射位置の推定精度は十分ではなかったとした一方，
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 RC 供試体中の弾性波の伝搬経路 
2.2.4 で紹介した Snell の法則および，2.3 の複合材料の弾性波速度およびコ
ンクリートの弾性波速度に及ぼす鉄筋の影響で紹介した考え方に従って，弾性
波を鉄筋コンクリート表面の打撃点から入力し，センサで受信するときの最短










時刻を t0，他方の受信センサに直達波が到達する時刻を tD とすると，直達波の
弾性波速度は，次のように表せる． 
 











             	（3.2） 
 











受信センサ間の距離（打撃－受信間距離 L と称する）によって決まる． 
図3.1-2は，式（3.1）および式（3.3）において Vc=4000m/s，Vr=5200m/s，鉄
筋かぶりを 50mm と仮定した場合に，測定時の打撃－受信間距離 L と算出され
る P 波速度 V の関係を計算した結果である．図より，打撃－受信間距離が

















































図 3.1-2 打撃－受信間距離 Lと P波速度 Vの計算値 






供試体は写真 3.3-1 に示すように，250×600×200mm の角柱供試体とし，鉄
筋（異形棒鋼 D13 を 1 本）をコンクリート表面からかぶり 50mm として配置し









体作製し，供試体を合計 3 体作製した．供試体名一覧を表 3.3-3 に示す．供試
体は，鉄筋かぶり側の測定面が型枠面になるようにコンクリートを打込み，材
齢 2 日において脱型し，材齢 28 日まで湿布養生した．材齢 28 日におけるコン















粗骨材の スランプ 水セメント比 空気量 細骨材率
最大寸法 sl W/C Air s/a 水 セメント 細骨材 粗骨材 混和剤
Gmax（mm） （cm） （%） （%） （%） W C S G Ad
20 8.0 55 4.5 46.6 172 313 819 953 1.252
単位量（kg/m³）













表 3.3-1 コンクリートの使用材料 































60dB 増幅後，サンプリング時間間隔 0.1s（サンプリング周波数 10MHz），サ
ンプリング数 5004 個の振幅値データとして記録した． 
鉄筋腐食供試体における測定では，図3.3-1に示すように打撃点を定めて AE
センサを配置し（打撃－受信間距離 L=200, 250, 300, 350, 400, 450, 500mm），20
回打撃分のデータの測定を１箇所で行った． 
付着切れ供試体における測定では，図3.3-2に示すように打撃点を定めて AE
センサを配置し（L=350, 400, 450, 500mm），鉄筋腐食供試体と同様に測定を行
った．ただし，測定箇所は複数あり，打撃点から各受信センサまでを計測範囲
としたとき，計測範囲を供試体の端部から他方の端部まで図中の x 軸方向に
10mm ずつ移動させながら各測定箇所で 20 回打撃分のデータを測定した．測定





































































写真 3.3-4 コンクリートの弾性波速度測定（透過法） 

























健全 3979 4299 5182
腐食小 4213 4432 5130
腐食大 4249 4348 5138
付着切れ小 4213 4299 5231
付着切れ大 4121 4331 5330















縦軸は P 波速度 V，横軸は打撃－受信間距離 L である．すべての供試体で打撃
－受信間距離が長くなるにつれて P 波速度が速くなっていることがわかる．こ









































































で L=300mm 付近から鉄筋経由波の P 波速度が速くなっていたことに着目する
と，鉄筋－コンクリート間の付着は確保されていると考えられる．また，各供












































































打撃点 x 座標 (mm)
計算値
付着切れ影響区間 























































測定結果を図 3.4-5 に示す．図 3.4-5（a）には供試体概要およびセンサ配置













































打撃点 x 座標 (mm)
L= 350mm L= 400mm
L= 450mm L= 500mm
（b）健全 



















打撃点 x 座標 (mm)
L= 350mm L= 400mm



















打撃点 x 座標 (mm)
L= 350mm L= 400mm





















P 波速度の測定結果と Snell の法則を用いた計算モデルにて算出した結果を併
せて図 3.4-6～3.4-8 に示す．P 波速度の計算値は，（1）で述べた考え方のもと，
表 3.4-1 に示した各供試体のコンクリートおよび鉄筋の弾性波速度用いて計算










































































































打撃点 x 座標 (mm)
L= 500mm 計算値
（d）L=500mm 


























































































打撃点 x 座標 (mm)
L= 500mm 計算値
（d）L=500mm 






















































































打撃点 x 座標 (mm)
L= 500mm 計算値
（d）L=500mm 
























































































































































































































































2） L=200mm での P 波速度を V0 として P 波速度比 V/V0 を算出したところ，腐
食小および腐食大供試体における結果では健全供試体と比較して，Lが延び
たときの V/V0 の傾きが小さくなった．これは鉄筋表面の酸化層の影響を含










5） 臨界角を超えても鉄筋に弾性波が伝搬できると仮定して P 波速度の計算値
を算出したところ，計算値と測定値の推移が概ね一致した．このことから，
必ずしも Snell の法則が成り立つとは言えないことが示された． 

























































供試体は図 4.2-1，写真 4.2-1 に示すように 1000×600×150mm の版状のコ




料を表 4.2-1に，コンクリートの計画配合を表 4.2-2に示す．材齢 28 日におけ





ビニルテープを巻いた厚さは 0.5mm 程度，ラップは 1mm 程度である．表 4.2-
3 に供試体名一覧を，写真 4.2-3 にコンクリート打込み前の供試体を示す．な
お，供試体長手方向の両端部には Y インサート（M16－長さ 100mm－外径 D25）
を 2 個ずつ計 4 個配置した．コンクリートの打込みから材齢 14 日まで供試体を
























































表 4.2-1 コンクリートの使用材料 
粗骨材の スランプ 水セメント比 空気量 細骨材率
最大寸法 sl W/C Air s/a 水 セメント 細骨材 粗骨材 混和剤
Gmax（mm） （cm） （%） （%） （%） W C S G Ad
20 8.0 60 4.5 47.1 172 287 782 879 1.148
単位量（kg/m³）
表 4.2-2 コンクリートの計画配合 

























表面にセンサを固定し，打撃点で写真4.2-4に示す直径 4.0mm の鋼球（4mm 球）
を打撃することにより弾性波を入力し，センサで弾性波を受信した．センサは
圧電型加速度計（（STAF223）感度 20mV/(m/s2)，周波数範囲（±3dB）0.1～




5004 個の振幅値データとして記録した．センサ配置は，写真 4.2-6 に示すよう
に鉄筋直上に 50mm 間隔で 8 個並べた配置（1 列配置），鉄筋直上から±25mm






写真 4.2-5 ホットメルト接着剤 















































      




における第 1 波の到達時刻（sec），i =1~N，N：入力点個所数，j =1~M，M：セ
ンサ数，k：計測対象領域の x 方向の分割数，l：計測対象領域の y 方向の分割数




























































































































                 
, ,
            	 4.3  
 
, ∑ ∑ ,                  	 4.4  
 
ここに，A(j, tijkl)：A1(j, tijkl)と A2(j, tijkl)の差分二乗値，A1(j, tijkl)：計測対象部で弾
性波を点（Ixi，Iyi）で入力したときのセンサ位置（Oxj，Oyj）で信号受信した
ときの時間 tijkl における振幅値，A2(j, tijkl)：参照部で弾性波を点（Ixi，Iyi）で入
力したときのセンサ位置（Oxj，Oyj）で信号受信したときの時間 tijkl における振
幅値，A1max(j)：計測対象の受信点 j での最大振幅値，A2max(j)：参照部での計測



































ビニルテープ 150mm 部とした場合は「T150」，ラップ 30mm 部とした場合は
「W30」のように表現する．図 4.4-1 に 1 列配置における測定箇所一覧を示す．
図 4.4-2に C50T 供試体において，1 列配置で測定し，開口合成法により解析し
た結果の一例を示す．画像は図 4.2-1 に示した供試体概要図中 x-y-z 空間の，対






はじめに測定誤差を把握するため，測定範囲を x 軸方向に 100mm および z 軸
方向に 150mm それぞれ移動させた無筋部同士の差を検証した．図 4.4-2（a）







































































































































































































(a)無筋 (b)無筋(x 軸+100) 
図 4.4-1 測定箇所一覧（1列配置） 
(c)無筋（z軸-150） (d)健全鉄筋 
(e)T50/W50 (f)T100/W100 




















図 4.4-3 および図 4.4-4 に各供試体での結果一覧を示す．図中の白色実線は





















































測定誤差の検証結果を図 4.4-6 に，解析結果一覧を図 4.4-7 および図 4.4-8 に
示す．画像に表示される範囲は，1 列配置の場合は x 軸方向に 400mm であった
が，2 列配置の場合は 200mm となっている．2 列配置は，計測範囲の広がりを
抑え，計測範囲端部における距離減衰による影響を抑制することを目的に行っ
た．2 列配置での場合の表示下限値は，4.4.2 と同様の手順より 1.00 に設定し
た． 
1 列配置での結果と比較すると，弾性波入力点数が 1 列配置の 9 箇所入力か
ら 5 箇所入力に減少したため累積差分値の値は相対的に小さくなり，特に
T150/W150 部の結果では，センサ配置距離が短いため反射像が湾曲する傾向が








































































































































































































































































(a)無筋 (b)無筋(x 軸+100) 
図 4.4-4 測定箇所一覧（2列配置） 
(c)無筋（z軸-150） (d)健全鉄筋 
(e)T50/W50 (f)T100/W100 









図 4.4-5 測定誤差の検討（C50T 供試体，2列配置） 































































































からの反射波の影響が取り出されていると考えられる．C50T 供試体の T150 で
の結果では反射像の位置が他と比べて深くなり，累積差分値の最大値も小さく
なったが，この原因はわからない． 





図 4.5-3 および図 4.5-4 に示す 2 列配置での場合も同様に，各供試体の


















































































   
































   
 


































検討した．図 4.5-5 および図 4.5-6 に，1 列配置で無筋部を参照部とした場合
の測定結果で，表示下限値を健全鉄筋部における累積差分値の最大値とした結
果を示す．この処理により，健全鉄筋部での画像から鉄筋の像が消失し，
T150/W150 部および T150 左半分/W150 左半分部の結果では，テープの反射と考
えられる像がより鮮明に表現された．累積差分値の最大値が小さい T100/W100
および T50/W50 部での結果では，テープによる付着切れの影響を検出すること
ができなかった．一方，図 4.5-7 および図 4.5-8 に示す 2 列配置での場合は，
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1 本の異形鉄筋 D13（SD345）を鉄筋かぶり 20mm で埋設した．供試体側面の測
定面から主鉄筋までのかぶりは 33.5mm である．表 5.2-1 にコンクリートの計
画配合を示す． 
本実験では，凍結防止剤による桁端部や張出部の部材における塩害を想定し，
供試体の両端部 300mm に Cl－を供給したケース，飛来塩分による橋の橋台で遮
蔽されない中央部分の塩害を想定し，供試体の長軸方向中央 300mm に Cl－を供
給したケース，さらに供試体全体に Cl－を供給したケースを設けた．なお，こ
れら Cl－を供給する部分は，供試体底面から 70mm までとした．写真 5.2-1 に
塩分供給位置を示す．曝露方法は，塩害促進曝露（40℃，RH90%）を行い，曝
露期間として 12 ヵ月を設けた．表 5.2-2 に供試体名一覧を示す． 
塩分あり，塩分なしの配合におけるそれぞれの初期圧縮強度と載荷時の圧縮
強度を表 5.2-3 に示す．材齢 7 日目に初期圧縮強度を測定した．また，載荷日














水セメント比 細骨材率 スランプ 空気量
W/C s/a 水 セメント 細骨材 粗骨材 sl Air
（%） （%） W C S G （cm） （%）




水セメント比 細骨材率 スランプ 空気量
W/C s/a 水 セメント 細骨材 粗骨材 sl Air
（%） （%） W C S G （cm） （%）








表 5.2-3 圧縮強度 














表 5.2-2 供試体名一覧 
写真 5.2-1 塩分供給位置と測定箇所 
















うに鉄筋直上に 50mm 間隔で 8 個並べた配置とし，写真中の黄色●印で示す弾
性波入力位置で鋼球を打撃した．本検討では供試体側面（x-z 表面）の両端部の
付近で測定を行っており，向かって左側で測定する場合は，Input1 が供試体端
部から 100mm 内側に来るように（Input1 の x 座標=100mm）した配置（左側配
置）と，向かって右側で測定する場合は Input9 が供試体端部から 100mm内側に
来るように（Input1 の x 座標=960mm）した配置（右側配置）とした．1 供試体
あたりの測定箇所は，2 面ある供試体側面（側面 1，側面 2 と称する）における





















写真 5.2-2 センサ配置および弾性波入力位置 
（b）右側配置 
（a）左側配置 

























































はじめに測定誤差を把握するため，健全供試体の側面 1 と側面 2 の左側の差
と，同様に健全供試体の側面 1 と側面 2 の右側の差を検証した．その結果を図
5.3-1 に示す．画像は図 5.2-1 に示した供試体概要図中 x-y-z 空間の，対象部に



















(a)健全左側(側面 1と側面 2) (b)健全右側(側面 1と側面 2) 


























































(b)側面 1右側 (a)側面 1左側 



















3（a）は塩分下両端供試体の側面 1 左側での結果であるが，図 5.3-3（b）は塩































図 5.3-3 開口合成画像と供試体底面画像の比較（塩分下両端①） 











図 5.3-4 開口合成画像と供試体底面画像の比較（塩分下両端②） 











図 5.3-5 開口合成画像と供試体底面画像の比較（塩分下中央①） 










図 5.3-6 開口合成画像と供試体底面画像の比較（塩分下中央②） 











図 5.3-7 開口合成画像と供試体底面画像の比較（塩分下全体①） 










図 5.3-8 開口合成画像と供試体底面画像の比較（塩分下全体②） 





































































L=200mm での P 波速度を V0 として P 波速度比 V/V0 を算出したところ，鉄筋腐
食供試体における結果では，L が長くなるときの V/V0 の傾きが健全供試体と比
較して小さくなった．これは鉄筋表面の酸化層の影響を含む可能性があるが，
供試体間の V0 の差が卓越していると考えられた． 
次に，センサ配列を保ちながらコンクリート表面を移動させて測定する鉄筋
付着切れ供試体での実験では，打撃点および受信点下が付着切れ区間の上に差
しかかると，測定される P 波速度が低下した．これは Snell の法則により鉄筋経
由の P 波の伝搬経路が長くなることに起因すると考えられた．付着切れ区間か
ら P 波が鉄筋に伝搬せず，Snell の法則における臨界角を超えても鉄筋とコンク
リートの間を弾性波が伝搬できると仮定して計算した P 波速度は，実際の測定
値と概ね推移が一致し，必ずしも Snell の法則が成り立つとは言えないことが示
された． 
 
第 4 章では，コンクリートと鉄筋の付着が低下した状態をビニルテープおよ
びラップにより模擬した版状供試体において，衝撃弾性波法と開口合成法を組
み合わせた手法により，付着切れの位置を推定する手法を検討した．その結果，
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測定対象部での波形と参照部での波形の差分波形を，開口合成法の入力波形と
して供試体断面内の各要素における累積差分値を算出し，断面画像として出力
することで，鉄筋を可視化することができた．付着切れ区間での累積差分値に
は，付着切れ区間からの反射波と一緒に鉄筋からの反射波の影響も含まれるた
め，健全鉄筋部を参照部とすることで付着切れ区間を検出する手法を検討した．
その結果，一部の結果において付着切れ区間の水平位置が一致する傾向があっ
た．また，無筋部を参照部として付着切れ区間で測定した結果において，健全
鉄筋部での累積差分値の最大値を表示下限値に設定することで付着切れ区間を
検出する手法を検討したところ，一部の結果において，付着切れ区間の水平位
置が一致する傾向があった．よって，これらの手法により付着切れ区間を検出
できる可能性が示唆された． 
 
第 5 章では，内在塩分を含ませることで鉄筋腐食によるひび割れを発生させ
た梁状供試体にて，4 章で示した衝撃弾性波法と開口合成法の組合せによる，
健全鉄筋部を参照部とした鉄筋付着切れ検出手法の適用性について検討した．
コンター図と供試体底面の画像を照らし合わせた結果，供試体底面に長手方向
のひび割れがある場合に，コンター図に累積差分値が大きい範囲が出現する傾
向が見られた．塩分下両端供試体の側面 1 右側では塩分供給範囲に腐食ひび割
れが見られ，コンター図の同じ水平位置に反射像が見られたことから腐食ひび
割れが可視化されたと考えられる．一方，鉄筋軸方向に沿わない供試体底面の
ひび割れが多い場合や，測定面のコンクリート表面にひび割れが到達している
場合には，コンター図の反射像は太い線状の形をしているか，形を成していな
い傾向にあった．加えて表示される深さも実際の鉄筋位置よりも深い場合が多
いため，今後深さ方向の解像度を上げることでより正確な計測が可能になると
考えられる． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
